
第VII部門　　　　4d-GISを用いた地上・地下に賦存する建設資材ストックの空間分布特性に関する研究

１．はじめに
平成17年度の我が国における総物質投入量18.7億t中

の約8.2億tが建築物や社会インフラとして蓄積されてい
る１）．そのうち建築物は大部分を占めるが，これまで
蓄積されてきた建築物には，高度成長期やバブル期に大
量の建設資材を投じて建設されたものが多い．今後，
更新時期や耐用年数を迎え，大量に建設副産物として
排出されることが予測される．また，建築物の地下に
投入された資材は，回収に多くのエネルギーやコスト
がかかるため，更新時や解体時に未回収となる事例も
ある．既存研究として，稲垣ら２）は地下部分にストッ
クされた建設資材の未回収率について推計し，回収パ
ターンを示している．
本研究の対象地域である和歌山市は戦時中に空襲を

受け，都市構造物が急激に整備され，建設資材が多く
ストックされてきた．GIS（Geographical Information 
System：地理情報システム）を用いた経年的な建築物
の地上・地下の空間分布特性の推計を行う．さらに，
経年的なストックの変遷の事例も見る．

２．研究手法
　研究フローを図１に示す．本研究では，和歌山市中心
部1125haを対象に市街地レベルの経年的なGISデータ
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表１　構造別経年的資材投入原単位（kg/m2）

ベースを作成することで，地上・地下のストックの推計
を行い，空間分布特性を見る．また対象地域内の4.8ha
の敷地について，現地調査やヒアリング調査に基づき，
地下に取り残される場合についてのパターンを把握し，
取り残される場合の経年的なストックの変遷の事例を
見る．経年的資材投入原単位は東岸ら３）を参考にする
（表１）．

３．推計結果
（１）市街地レベルの推計（対象地域面積：1125ha）
　対象地域内の推計結果を図２に示す．地盤面を境界に
上側を地上部分，下側を地下部分とした．地上部分に
ついては階数に基づいて立体化し，地下部分について
はヒアリング調査や，図面を基に基礎・杭の条件を定め
立体化した（図３）．資材投入原単位からわかるよう
に木造は地下部分のストック量が全体の75％，非木造
では全体の14～37％であり，ストック量の過半数が地
上部分である．
　 対象地域内の2004年を例に挙げると，全ストック量
は984万tであり，そのうち地上部分が576万t，地下部
分が408万t（うち杭が34万t）であった．資材別のス
トック量は砂利・石材が地上・地下共に70％を超え，
セメントが15％を占める．次に木材や鉄が多い．ま
た，木造は13,173軒，非木造は13,873軒である．一方
ストック量では木造が12億tであるのに対して非木造は
約7倍の87億tであった．
（２）街区レベルの推計（対象敷地面積：4.8ha）
　 対象街区内の建築物解体時に取り残される資材につ
いて対象街区で建築解体時にヒアリング調査を行い，実
際のストック量を推計した．推計は，新規に建設され
るストック量と建築物解体時に地下に取り残されたス
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図１　研究フロー
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トック量の合計で行う．
　ヒアリング調査によると，この街区は2004年以降に
は高層マンション・商業施設・戸建住宅分譲地の全敷
地に以前建っていた建物の杭が残っていた．そのう
ち，商業施設予定地ではコストと時間が掛かるため，
以前の杭を残したままそれを避けて杭を打つ．戸建住
宅分譲予定地では土地は個人の所有物になるため，杭
は全て撤去する．その戸建住宅予定地は1987年から
2004年の間テニスコートとして使用されてお
り，1987年以前の杭が取り残されていた．

4．まとめと今後の課題
　本研究のまとめとして以下の４点を挙げる．
１）木造建築物は，地下部分のストックが全体の75％
を占めるため，地下に取り残された場合にはマテリア
ルフローに大きな影響を与える．
２）木造・非木造の軒数は同程度でもストックについ
ては非木造が木造の約7倍である．これは，各構造で
の資材投入原単位の差に起因すると考えられる．
３）既存研究で長岡ら４）が統計値から求めた和歌山
県のストック密度は69.82kg/m2であるが，対象地域
における推計は874.67kg/m2であった．そのため，和
歌山県では対象地域付近にストックが集中している可
能性がある．ここで，東京におけるストック密度は
794.35kg/m2であり，この値は東京都の可住地面積当
りの数値なので中心部ではさらに多くなるが，これを
ふまえても，対象地域で得た結果は比較的ストック密
度が高いといえる．
４）地下部分が取り残される場合について，新規の建
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図２　市街地レベルの推計結果

物を1とすると実際のストックは1.06倍になることが
わかった．対象地域内の2004年について概算すると
実際のストックは1043万tであり，推計の984万tとの
差は59万tであった．この59万tは地下に取り残された
建設資材であり，リサイクルが可能な資材だとも考え
られる．
　今後の課題としては，以下の４点が挙げられる．
１）用途地域と耐用年数の関係を明確にする．
２）どのような条件下で地下構造物が取り残されるの
かパターンを探る．
３）上記のパターンを想定した場合のストック量の変
化を見る．
４）解体時にかかるコストやエネルギー等を比較し，
地上・地下に賦存する建設資材のリサイカビリティー
を検討する．
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図３　GISデータベースによる地上・地下の視覚化例
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